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圧迫⾯接の対処法 簡単まとめ

【法的注意点】

圧迫⾯接という⾏為⾃体を直接禁じる法律はありません。しかし、⾯接内容が応募者の⼈格権を著しく侵害したり、本籍‧性別‧信条などを理由とす
る就職差別に該当したりする場合、⺠法上の不法⾏為（第709条）として損害賠償責任を問われることがあります。

‧

【圧迫⾯接の具体例】

応募者の発⾔を全⾯的に否定‧批判する‧

⼈格や能⼒を否定するような発⾔をする‧

圧迫⾯接は、応募者のストレス耐性や対応能⼒を⾒極めるため、企業が意図的に⾼圧的な態度を取ったり、回答しづらい質問をしたりする⾯接⼿法です。

応募者の発⾔を無視したり、意図的に沈黙したりする‧

威圧的な態度（怒った⼝調、肘をつくなど）を取る‧

業務に無関係で就職差別につながる可能性のある質問（本籍、家族構成、思想信条など）をする‧

改正労働施策総合推進法（パワハラ防⽌法）は主に雇⽤関係にある労働者を対象としていますが、個⼈の尊厳を重んじるその精神は採⽤選考の場にお
いても尊重されるべきです。

‧
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圧迫⾯接の対処法 簡単まとめ

【企業側の留意点】

⾯接官は、意図せずとも応募者に圧迫感を与えてしまう⾔動がないか注意が必要です。⾯接官への教育‧研修が重要となります。‧

【応募者の対処法】

まずは落ち着き、冷静に対応することを⼼がけましょう。明るい表情を保つことも有効です。‧

企業側が何を⾒ようとしているのか（例：ストレス耐性、論理的思考⼒）を推測し、質問の意図を理解するよう努めましょう。‧

感情的にならず、⾃⾝の考えを論理的かつ簡潔に伝えます。‧

あまりにも不快で耐え難い場合は、選考を辞退することも⼀つの選択肢です。辞退する際は、⾯接終了後に伝えるのが望ましいでしょう。‧

不適切な圧迫⾯接は、SNS等での情報拡散による企業イメージの低下や、応募者からの法的措置といったリスクを招く可能性があります。‧

厚⽣労働省の「公正な採⽤選考の基本」に基づき、応募者の基本的⼈権を尊重し、適性と能⼒に基づいた採⽤選考を⾏うことが求められます。‧


